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稲作作業組織のあ　り　かた

大　原　一　郎

（宮城県農試）

1．ま　え　が　き

今日の稲作農家はつぎのような矛盾，問題をかかえて

いる。

tlI労働生産性の著しい上昇にもかかわらず，兼業

への憤斜を深めている。

（2）家父長的な拘束力による家族労働力の把鼠

もむらク的拘束力による部落内の労働力の調達

は困難となってきている。

は）貸金．機械費の上昇は経営圧迫の要因になって

いる。

このような条件のなかで，従来の労働組織をどのよう

に改変し，稲作生産力の維持，発展をはかったらよいか

つぎの観点から，今後の作業組乱型態のあり方につい

ての研究結果を報告する。ただしこの方式の適用範囲は

宮城県の北部平坦の大規模水田単作地帯と考える。

仙　家族労働力の変化

・家族構成．男子基幹労働力

t21作業型態の変化

・共同作業，◆ゆいや請負（委託）

は）機披．施設の所有型態と利用型態

・農協有．部落有，グループ有，共同経営

㈲　作業組織の中核的担当農家層
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2．研　究　結　果

1．家族労働力の変化

宮城県における農家人口は，昭和30年から35年にかけ

て5％，35年から40年にかけて11．7％の減少をしめして

いる0すなわち減少の度合は，35年以降激化している。

一戸あたり世帯員数でみると，昭和30年7．3人，35年

6・8人，40年6・1人と10年間に家族員1．2人の減少をみせ

ている〇第1表に地区の特長をしめすとおり，大規模水

田単作地帯である古川市富永地区の農家290戸をとり，

家族員の減少の状態を明らかにしよう。

富永地区全体の昭和35年における農家人口は3，373

人それが40年には3、026人11戸あたりの世帯員数は

30年に6・6人39年には5．8人と減少している。さらに

家族構成を世代単位に炉型化し，耕地面積別にその分布

をみると第2表のとおりである。

第1蓑　古川市富永地区の概況

第2表　家　族　構　成　の　変　化
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第3表　家族型と家族員数

耕地面積
3．0加

以　上 2・3射0～2・OtO・5～1・0
0．5′∽

未　満

C欝さびICC苦よび

7人17甥さびl6甥さび

第4表　男子基幹労働人員（A）

これによると，耕地面積の大小により，家族型は異な

っているが，基本的な家族型の変化はみられない。むし

ろ39年には，30年当時にみられた基本的な家族型の特長

をさらに強めたといってよい。農家人口の急激な流出

は，結婚，就職という理由が全体の9割余をしめしてい

るが，それは家族の基本的な構成に影響しない部面に限

られたものである。この数字を土台にして，耕地面積別

の家族型と家族人数を模式的に整理するとつぎのように

なる。

っぎに自家農業に150日以上従事する男子を基幹労働

力とすると，第4表に示すとおりである。

これをみても，＿1・肋Z以上戸においては1人というの

が圧倒的に多く，0．5～1．0地層では約半分の農家が男

子基幹労働力をかいている。また0・5′娼未満層では1人

というのが3割にも満たない状態である。なおこの点に

っいては，地域的な立地粂軋営農塾態によっても相異

があるものと予想されるので，．下記のような水田地域に

ついても検討を加えた。

地　多少の相異はあるが，基本的には富永地区と大同′ト異

の債向をしめしているといってよかろう。

2．作業塾態の変化

今日の稲刈作業のうち，耕起，代かき，田植，稲刈，

脱穀乳調製などの主な作業が，自家労力を主体とする

か，共同，雇人，もゆいクを主体とするか，あるいは萎

託（請負）によるかという観点から富永地区の作業塾態

の把握を試みた。各作業のうち主要な塾態をもって代表

させ分構整理をすると第6表のとおりである。なおこの

地区では防除は共同防除によって行なわれている。これ

によってみると，委託（請負）を除けば，今日の稲作作

業のなかで自家労力のみで実施しているのは，施肥，除

草剤散布，水管理などに限られ，このほかの作業は，多

少の差はあるが，他人の労働に依存していることを示し

ている。耕起，代かきは1．0ゐβ未満膚に，賃耕，委託の

比率がたかく，田植はほとんど共同というかたちをと

ぅているが，労力交換的要素を持っているのも多く，部

落の歴史的条件，兵家構成の状態などによって相異があ

る。しかし，傾向としては，そのような色彩は薄らぎつ

っある。0．5′氾未満の農家には田植の委託も発生してい

る。

稲刈りについては2．0加以上層は雇入れに対する依存

度がたかく，またこの層には委託に出す義家が多くなっ

てきている。脱艶調製では，0，5ゐα未満層に委託の比重

が高いことを示している。全体の陵向としては．2・0九α

以上層は雇入れに対する依存度が高いことはいうまでも

ないが，1．肋Z未満層の安定兼業農家には作業の委託が

多くみられ，中間層は，自家労九共同という型態が支

配的であるといってよい。本地区における各種共同組織

のなかで，今後の発展の可能性をもっているものは，農

事研究会を基盤とした共同作業組級である。この組織は

独自の財産をもち，2．肋Z層を中心とした壮年で構成さ

れている。

以上富永地区における家族横風男子基幹労働九

作業型態の変化などについてふれたがこれを営農タイプ

との関連において模式的に示すと第7表のとおりであ

る。

3．機軋施設の所有型態と利用型態

最近における大型機枕，施設の導入にともない，その

所有塑像も各様である。これらの所有型態を規定する要

因としては，利用農家の負担軽減をはかろうということ

がある。この要因と導入を窮極的にはかろうとするもの

の立場によって，農協札その他の団体有，部落有，グ

ループ有に分れる。農協有の場合には，個別経営との関

係は，明瞭に契約利用というかたちをとるが，個別経営

甲組鈍化ができたい限り，また組級化されても・個別性

は添い制限を受ける。また組織化を促進する契機となる

ものが少なく，組織化が困難でもある。

特定のもの，あるいはグループによる作業請負組織の

発生も，現在のような安定兼業農家が属地的に少ない場
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第5表　男子基幹労働人見（B）

人

第6表　稲　作　作　業　型　愚

第7表　農家タイプと作業型態

農　家　タ　　イ　　プ 労　働　力　と　作　業　型　態

安定兼業＋稲　　作
稲　　作＋不安定兼業

委　　託
女1人　賃　　耕

1．0　～　1．5 稲　　作 女1人　男1人（農繁期を除いた兼業）

1．5　～　　2．5
稲　　作
稲　作＋畜　　産

男1人（農閑期兼業）女1人
男1人　　　　　　女1人

2．57∽　以　上 稲　　作 男1人　女1人精霊笠存

合は期待できないだろう。つぎに考えられるのが，部落

有．または．部落実行組合有である。この場合も共同利

用，共同作業組織が要請される。この組織も運営の効率

化という点から，共同経営への移行の必然性を生ずる。

部落ぐるみの共同経営は各種各様の農家が混在するた

め，農家間の利害対立を激化し，永続性は期待できな

い。同質農家の共同経営が部落有の機楓施設を主に利

用する場合におい七も，部落有という点から農家間の対

立が生じやすい。このため，同質階層農家で，しかも機

械施設の稼動面鏡，数量という面での規模をもち，所有

はこの農家グループという条件が満たされる場合t永続

性が確保される。この条件は共同経営はかりでもなく，

共同利用の場合もあて止まる。ただし部落有の場合で

も，兵家の大部分が，いくつかの共同利札共同経営に

組織されている場合，機械．施設の数量が確保されてい

る限り，利害の対立は生じない。

4．作業組織の中核層

近代的な共同作業グループ，共同経営，作業請負体な

どにおいても，この構成農家は同質階層農家が望まれ

る。この同質性という点で現在の水田単作地帯において

は，いかなる条件をもっている農家であろうか0第1図

でみるとおり，生産性は2．0～3．0血2層が高い。この層は

分解基軸にあり．しかも作業型態のところでふれたとお

り，共同化への指向が軌・。すなわち条件の第1は2・0

～3．0血7層といえる。年令的には45才以下層という条件

が第2である。
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年　　　次

第1図1時間あたり収量

このような兵家層でしかも戦後の兵事研究会を母体と

したものであれはさらに好都合である0

このような稲作作業集団における践械作業は．当面耕

起，代かき，防除，乾燥，脱穀，調製，運搬とし・枚枕

の開発に応じて，田植稲刈へとその範囲を拡張する0こ

の場合でも収量の安定増大は必須の条件である。機械の

大小の選択基準は農業臨時雇の賃金水準によるのが妥当

であろう。その一応の基準を示せば，1，500円以上の場

合大型ということになる。また機枕の採用ということは

作業能率の向上が常に個別兵家の所得向上につながる場

合においてのみ，意義をもつことはいうまでもない。

稲作経営におけるトラクターの共同利用方式の研究

第1報　トラクターの技術的性格の解明

－特に春作業について－

中　　村　　博　　泰

（岩手県農試）

1．ま　え　が　き

近年トラクターが耕転機に代る労働手段として稲作地

帯に導入され，それが年々増加の慣向にあるが・しかし

その利用内容をみるとその低稼動が相通でき・したがっ

てその作業原価は耕転後の貿耕利用料金に比べてかなら

ずしも安くない現状である。それ放もっとトラクタ‾の

高度利用を計り，その経済性をより高める必要があり・

そのためには利用組織運営の合理化を計りトラクター利

用方式の確立が急務であるとされている。

そこで今回の報告ではその内でも作業適期の巾が狭く

トラクター利用規模拡大の最大のネックとされている代

掻作業についてその利用方式を検討するが，特に関連手

作業である均平作業及び田植作業がトラクターによる代

軽作業の稼動にとの様な関係を有するかを技術的に検討

するとともに稼動面横拡大のための望ましい利用方式を

明らかにする。さらにまたその方式が現状の条件下で稼

動面墳拡大をもたらすかを明確にする0

2．開法への接近と調査対象の概況

利用組軌運営のあり方を明らかにする場合・まずト

ラクターがもつ磯能が農業生産の場でどの様な性格とな

って発現するかを技術的に検討してみる必要がある。特

に高度にメカニカルな大型機枕にあってはその利用組織

運営のあり方は基本的にはその放能に規定されることか

らして，トラクターの行動を分析し，その行動がオペレ

ーター等の作業者の配置及び関連手作業とどの様な関係

となっているかを技術的に明確化することが合理的な利

用組級運営を追求する場合の第1段階と考えられる。そ

れで岩手県紫波郡矢巾町の・あるトラクター利用組合を

とり上げ，そのタイムスタデーを実施し・さらにトラク

ター利用日誌の分析を行なうことにより，トラクタ‾の

技術的性格の分析を行なった。

調査対象組合は組織面鏡20・9極で・水稲単作地帯に

所在し，圃場は概ね平坦であり，いわゆる岩手県の水稲

単作地帯の代表的トラクター組合と考えられる0組織農

家数は11戸で1戸当り農従者は2～3人であり・組織労

働力数は30人程度である◇そのうちオペレーターは3人

であり，この3人がトラクター（7ァ」ガソソFE－35

ラソドマスター，パデーハロー）の運転作業を担当して

いる。代掻作業の場合はオペレーター3人共同時に出張

し．圃場1筆毎の交代制をとっている。この場合の分担

は1人が運転し，1人は代掻后の均平作業を行ない，もう

1人は次の作業圃場の水の適正を計り，またトラクター

の移動によって生ずる睦畔及び水路の補修等を実施して


